
 

受動喫煙防止対策の推進について 

 

他人のたばこの煙を吸わされる「受動喫煙」は、がんを始めとする多くの

疾病のリスクを高めるなどの健康への悪影響があることが科学的証拠により

明白に証明されており、住民の健康を守るため、より一層の受動喫煙防止対

策の推進を図っていくことが求められている。 

各団体では、受動喫煙防止条例の制定や意識啓発に向けたキャンペーンの

実施等、独自の取組を推進しているところであるが、住民の受動喫煙防止を

さらに徹底し、効果的なものとしていくためには、全国的な取組が必要不可

欠である。 

たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約では、効果的な立法上の措置

等を求めており、条約に基づくガイドラインにおいては、屋内の公共の場は

すべて禁煙とすべきであるとして、2010年2月までに立法上の措置等を積極的

に促進するとしている。しかし、現状では、健康増進法において、受動喫煙

防止措置は努力義務にとどまっており、法改正の動きも見られない。 

そこで、受動喫煙による健康への悪影響から国民を守るため、条約批准国

として誠意をもって条約を遵守すべく、実効性ある受動喫煙防止措置を盛り

込んだ法制度の充実強化を早期に講じられたい。 
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